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Ⅰ．はじめに 

2020 年から始まった新型コロナウイルス感染症（COVID-19：以後は新型コロナと略記する）の世

界的流行は、世界中で医療、経済、教育面に大きな打撃を与え、2026 年現在でも人々の働き方や

経済活動に影響を及ぼしている。同様に子ども注 1）の健康や体力面に及ぼす影響も大きく、身体活

動量の低下による肥満、体力の低下および生活リズムの乱れなどが指摘されている。また学校の休

校や外出自粛によって社会性の発達や情緒の安定に悪影響が出ていることも報告されている。「ポ

ストコロナ時代」とも言われる現代の特性に合わせながら次世代を担う子ども達の健全な発育・発達

を支援することは重要な課題であり、学校教育における保健体育科や広い意味でのスポーツ指導

に携わる者の役割も大きいと考えられる。そこで本稿では、ポストコロナ時代とも言える現代の日本に

おける子どもの健康と体力に関する課題を概観して、学校体育やスポーツの果たすべき役割につい

て考察する。 

 

Ⅱ．子どもの健康の現状 

2020 年初頭に発生した新型コロナの世界的流行によって、2020 年だけで 300 万人が亡くなった

とされる 1)。このため 2021 年時点での全世界での平均寿命は前年に比べて 1.8 歳短くなった 2)。日

本においても 2020 年から 2023 年の累計で、およそ 22 万から 30 万人が新型コロナウイルス感染

症の影響で亡くなり、2021 年時点では平均寿命が約 0.15 歳短くなったと推定されている 3)。また、

外出自粛や学校休校の影響によって子どもの身体活動量が低下し、その結果として肥満傾向の増

加、体力の低下そして生活リズムの乱れなどが起こったと指摘されている 4)。Ito ら 5)は日本に在住す

る小中学生を対象にして、2018 年と 2020 年に実施したテストの成績を縦断的に比較した結果、椅

子立ち上がりテストなど体力テストの成績が低下し、睡眠時間が減少してスクリーンタイムが増加した

ことを認めた。なお、この報告は新型コロナによって社会的・生活的な混乱が続いていた時期（以後

はコロナ禍と略記する）に同一被験者を対象にした縦断研究であり、非常に貴重なものであるが、一

方で対象とした地域や人数が限定的であるため、この結果が日本全国での影響まで拡大できるかど

うかは注意が必要である。新型コロナの流行が健康や体力面に及ぼした長期的な影響について

は、現在も十分に明らかにされておらず、未だ検討中であると思われ、今後の研究の進展が期待さ

れる。 

一方で新型コロナが流行する以前から、肥満傾向にある子どもの数が長期にわたって増えている

ことが指摘されてきた 6)。その原因としては食生活の変化、生活環境の変化による活動量の低下や

外遊び時間の減少などが指摘されており、国や自治体による様々な取組みにもかかわらず改善が
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みられていない。子どもの肥満は単に過体重だけではなく、過剰な脂肪の蓄積によって「小児生活

習慣病」とも呼ばれる高血圧、高脂血症、耐糖能異常などに繋がる恐れがある。実際に全国各地で

行われている子どもを対象とした健康診断においては、コレステロール値や耐糖能異常を検知する

ヘモグロビン A1c あるいは肝機能において異常値を示す子どもの割合が増加していること 7)、特に

肥満傾向の子どもでその傾向が顕著であることが報告されている 8)。子どもの生活習慣病は成人後

の健康状態に悪影響を及ぼすことが考えられるため、早い段階の対策が必要である。 

新型コロナは子どもの心の健康にも悪影響を及ぼしたと考えられる。齋藤 9）はコロナ禍における子

どもの心の健康に関する内外の研究結果をレビューした結果、うつ病、不安、睡眠障害、心的外傷

後ストレス症状を抱える子どもが一定数存在することを明らかにした。例えば内閣府による「令和 3

年度子どもの生活状況調査の分析報告書」10)においては、イライラや不安を感じることや気分が沈

むことが「増えた」と回答した割合が 28.8％にのぼっていた。一般社団法人徳志会が 2025 年に実

施した調査によると注 2）、9 割の子供が日常生活で何かしらの悩みを抱えており、そのうち 2 割が「死

にたい」と感じたことがあると回答している。悩みの原因については、「学校の人間関係」が 42%と最も

多く、次いで「学業・進路関係」、「家庭環境」の順に多かった。このことからコロナ禍が収束しつつあ

る現在においても子どもの心の健康状態にはその影響が残っている可能性が示唆される。実際に、

小・中学校における「いじめ」「暴力行為」および「不登校」については、2023 年の件数が 2019 年に

比べて大幅に増加しており 11)、心の不調が行動面にも表れていると考えられる。さらに日本における

若年者の自殺者数は 2020 年以降増加傾向にあり、年代別での死因では自殺が最も高い割合を示

している 12)。これらのことからコロナ禍によって子どもの心身の健康は大きく損なわれ、今でもその影

響は残存していると考える。今後、新型コロナが子どもの心身に及ぼした影響について長期的に検

討することが必要であると考えられる。 

 

Ⅲ．子どもの体力の現状 

日本の子どもの体力・運動能力については長期間にわたるデータの蓄積があり、現在までの変化

の傾向を知ることができる。2025 年に公表された結果 13)をみると新体力テストが実施されるようにな

った 1998 年と比べると各年代とも高い成績を示しているが、2019 年頃から低下する種目が増え、そ

れ以降低下傾向が止らない状況である。測定項目別に見ると上体起こし、20m シャトルラン、ボール

投げは多くの年代で低下していた。また、新体力テスト導入以前から行われてきた握力、50m 走、ソ

フトボール投げなどの成績をみると、1980 年代に比べると大きく低下している年代が多い。したがっ

て筋力や持久力およびスピード・パワーといった体力要素が長期的に低下していることが示唆され

る。これらの原因としては、交通機関の発達や自動車の増加あるいは塾や習い事へ通うことによる外

遊び時間の減少、インターネットの普及によるスクリーンタイムの増加に加えて、学習指導要領の改

訂に伴う学校体育の内容の変化が指摘されている 14)。このような子どもを取り巻く環境の長期的な

変化に加えて新型コロナの影響によって子どもの体力低下傾向が続いていると考えられる。 

子どもの体力低下の原因の一つと考えられるのが運動やスポーツを行う時間の減少である。文部

科学省の調査 15)によると、学校での体育を除いた運動時間が 1 週間に 60 分未満だった児童生徒

の割合は小学 5 年生の男子が 9.1％、女子が 16％、中学年生は男子 9.7％、女子 21.8％であり、

運動時間の短い児童生徒は体力・運動能力テストの合計点が低かった。また笹川スポーツ財団の
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調査 16)によると、小学校高学年でスポーツクラブへの加入率が特に男子で減少傾向にあり「スポー

ツクラブ離れ」が起こっていると指摘されている。さらに近年では主に中学校の学校部活動について

地域が主体となって運営する体制へと変更する施策（部活動の地域展開）が進められている。その

結果として地域によっては部活動の維持が困難になることや、家庭の所得によって部活動への参加

ができなくなる可能性があると危惧されている 17)。これらのことから、日本における子どもの体力が長

期的に低下傾向にあるにもかかわらず、子どもが運動・スポーツへアクセスするための環境は悪化し

ている可能性があり、早急な対策が必要であると考えられる。 

 

Ⅳ．運動・スポーツを実践する意義 

幼少期にスポーツを含めた身体運動を適切に行うことや身体活動量を増やすことで、健康・体力

の維持・向上に好影響を与えることはこれまでに多くの知見が蓄積されている。吉池 18)は子どもの肥

満予防に関する国内外の研究をレビューした結果、運動のみの介入、あるいは運動と食事への介

入が子どもの肥満を改善するとした知見が多くみられたことを報告している。また運動介入の内容

は、学校での体育授業、授業時間外での運動あるいはスマートフォンアプリによる運動プログラムの

提供など幅広いものであったとしている。また運動介入が子どもの体力向上に貢献することを認めた

報告も多く見られる 19)。日本において対象者を厳密にコントロールした大規模な研究は見当たらな

いが、スポーツ庁の調査 13)においては、持久走大会の開催やスポーツ指導への外部人材の活用な

どの取組みを継続している学校において体力テストの点数が高いことが認められることから、これら

の活動が体力向上に寄与する可能性は高いと考えられる。さらに子ども期に運動・スポーツを経験

していると経験していない者と比べると、成人後の体力水準が高くなるとともにスポーツ実施率も高く

なる傾向が認められており 13)、子ども期の運動スポーツの実施は長期的に影響を及ぼすことが示唆

される。一般的に体力は 20 歳から 30 歳までの間でピークに達した後に緩やかに低下していく。体

力の低下は特に高齢期において日常的な生活動作に支障をきたす原因となるため、体力を一定水

準以上に維持することが必要である。中・高齢期に入ってから体力を大幅に向上させることは困難で

あることから、子ども期において体力を高めておくことがその後の人生を送る上で重要であると考えら

れる。 

近年、一定の特徴を持つ集団を対象にして長期間にわたり追跡するコホート研究の成果によっ

て、体力と寿命との関係が明らかになってきた。これらの報告によると、握力や脚筋力が高い者ほど

余命が長く、持病がある場合には悪化するまでの時間が長かったことが認められている 20)21)22)。した

がって、子ども期において運動・スポーツを行い、望ましい水準まで体力を高めておくことは、成人

後の健康状態に良い影響を与えるとともに、生活の質を高めて寿命を全うすることにも貢献すること

が示唆される。 

運動やスポーツを行うことは、体力といった身体面への効果だけではなく、抑うつ、不安、依存等

の心の不調を低減する効果が報告されている 23)。また、子どもの頃の運動経験の有無がその後のう

つ病の発症に影響を及ぼすことも報告されており 24)、運動スポーツが心の健康面に長期的な効果

を及ぼすことが示唆される。さらに、小・中学生を対象にしてスポーツ経験の有無によって比較した

結果、スポーツ経験のある群はない群に比べて自制心、レジリエンス、自己効力感等の「非認知スキ

ル」の得点が有意に高かったこと 25)、さらに Grit（やり抜く力）が高い傾向にあったことが報告されて
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おり 26)、子ども期において運動やスポーツを行うことが人格形成にも影響を及ぼすことが示唆され

る。 

 

Ⅵ．これからの学校体育および子どものスポーツ環境のあり方について 

これまでに述べてきたように、運動・スポーツ活動は、心身の健康を保ち体力を高め、そして社会

性を身に付けるために全ての子どもにとって必要である。特に人生 100 年時代と言われる現代にお

いては長く続く人生が自分自身の望むような姿となるように健康と体力を生涯にわたって保つことが

必要である。しかし、日本における現状は、不適切な生活習慣、身体活動や運動・スポーツをする時

間の減少、スポーツ環境の悪化などにより、かえって望ましくない方向へ変化しているように思われ

る。今後、子どもの運動やスポーツを行うための環境を改善していくことは喫緊の課題である。 

何よりもまずは全ての児童・生徒が履修する体育授業を中心とした学校教育の活用と改善が必要

である。実際に現行の学習指導要領においては体力の向上を目的とした「体つくり運動」領域が小

学校から高等学校まで設定されている。ただし過去の学習指導要領の改訂においては体力向上の

取組みがあまりに前面に出すぎたためにかえって運動嫌い、体育嫌いを生み出してしまったという

指摘もある 27)。そのため、運動やスポーツを嫌いにさせない、楽しさを伝えることを踏まえつつ、友添
27)が指摘するように、学校教育の場面においては休憩時間や放課後の利活用、発達段階に応じた

教材開発と教材の創案、小学校においては体育専科教員の配置など、よりいっそうの工夫を期待し

たい。また新型コロナによる外出自粛や休校による長期間にわたった交流の制限は、子ども達に他

者との人間関係の構築に困難を感じるなど、コミュニケーション能力の発達に悪影響を及ぼしたと考

えられる。日本の学校教育において特別活動は、より良い人間関係を構築する能力を育むことを目

的としているが、体育の授業においても運動スポーツを通じて他者との関わり、コミュニケーション能

力を高めることが期待できる。なかでも自然体験活動を教育手段とする野外教育については、特に

上記の教育的効果が高いことが期待される 28)。体育や特別活動の時間を利用した体験型の活動を

積極的に導入することが期待される。 

学校部活動についてはこれまで子どもがスポーツに気軽にアクセスできる環境を支えてきた。近

年の部活動地域展開施策によって教員の負担軽減、専門的な指導者の配置あるいは学校の枠を

超えた部活動が可能になる一方で、保護者の負担の増加、指導者確保の困難さなどが指摘されて

おり、その結果として学校部活動の維持が困難になる地域が出てくる恐れがある。今後は総合型地

域スポーツクラブなどが学校と連携・協力しながら地域のスポーツ環境を支える体制を整備していく

必要がある。これについては地方自治体の強力な支援が不可欠であると考える。 

現代の子どもが直面している身体活動量の低下、スポーツ離れ、肥満、生活習慣病および心の

不調といった問題は、運動・スポーツあるいは遊びを含む身体活動を適切に実施することで改善す

ることが期待できる。しかし、公園での遊びの制限、学校統合によるバス通学の増加、スマートフォン

等の普及によるスクリーンタイムの増加に加えて、学校部活動やスポーツ少年団など地域社会で子

どもがスポーツを行う環境が一部では悪化していると考えられることから、子ども自身、家庭あるいは

学校単位での取組みには限界がある。これからは社会全体で子どもが安心して運動・スポーツを行

えるような環境を提供していくべきではないだろうか。具体的には子どもが屋外遊びや運動を行う場

所づくり、学校等での身体活動時間の増加、子どもが気軽にスポーツにアクセスできる環境づくり、
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スクリーンタイムを一定時間に抑えるための方策などが考えられる。未来の社会を支える子どもの健

康や体力を望ましい状態まで改善していくことは我々大人の責務であろう。 

（本稿の一部は「令和 7 年度青森県高等学校教育研究会保体部研究大会（令和 7（2025）年 8 月

19 日、青森県八戸市）」において発表したものである） 

 

注 1 

本稿において「子ども」は概ね小、中学校および高等学校に通う世代（6～18 歳）のことを指して用い

ることとする。 

注 2 

2024 年は子どもの自殺数が過去最多に??子どもが抱えやすい悩みを徹底調査【2025 年版】

https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000017.000150463.html 

（参照日 2026 年 2 月 28 日） 
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